
子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要

安心して過ごせる居場所、非認知能力を育む体験機会も
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証

中室牧子
慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に

年齢

困難度の度合い
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常設ケアモデル

学習・生活支援モデル コミュニティ
モデル

低高

世帯の課題
虐待・ネグレクト・不登校・発達障害・ひとり親・

共働き孤立・生活保護世帯・就学援助世帯
運営費助成・ノウハウ共有・

支援企業とのマッチング
体験プログラム提供・

おもちゃや本・食事等の提供

各居場所の
情報収集

3 つのモデルと運営支援体制

※日本財団（ 2 018 年）「家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析」

関係機関と連携して必要な子どもに支援を届ける

誰一人取り残さない地域子育てコミュニティ

学校
（ソーシャルワーカー）

地域

アウトリーチ

アウトリーチ

連携 課題に応じて
専門機関へ

専門機関
子ども家庭支援センター、
療育機関、児童相談所、

病院等

放課後児童クラブ、
子ども食堂

子どもの抱える困難は非常に見えにくい
ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
の機能を担っています。

日本財団
「子ども第三の居場所」

パートナー企業

※日本財団（2015年）「子どもの貧困の社会的損失推計」レポート
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つなぐプロジェクト概要

2017年 地域組織との調整・連携を図り、誰もが⽀え合える地域をつくることを
⽬的に活動するため任意団体「つなぐプロジェクト」を設⽴

2017年 ⿃取県と⿃取⼤学医学部附属病院⼩児在宅⽀援センターと連携し⿃取県
⼩児在宅⽀援者ネットワークを構築

2017年 ⽇本財団助成事業 ICTを活⽤した遠隔学習⽀援事業を開始
2018年 ⽇本財団助成事業 ICTを活⽤した遠隔学習⽀援事業継続
2019年 ICTを活⽤した遠隔学習⽀援事業が県事業として認められ、そのサポー

トを任される
2021年 ⼀般社団法⼈つなぐプロジェクトを設⽴

【法⼈設⽴の背景】
病気や障がいを持つ⽅やその家族のサポート事業を⾏ってきた中、⾏政を含めた⽀援者のネットワークのつ
ながりの中で「⼦どもが抱える課題」が⼤きくなりつつあり、その⼿助けをして欲しいとの依頼があった。
しかしながら、任意団体の持つ⼒だけでは解決できない課題（収益性、継続性、社会への影響⼒の弱さな
ど）があるため、法⼈化し収益事業を⾏い⽀援の継続を図り、つなぐプロジェクトの強みである地域組織と
の連携⼒とIT技術を活かし、⼦どもがその⼦らしく未来に向けて、⽣きる⼒を養える環境を提供するととも
に、病気や障がいのある⽅や社会とのつながりを持つことが困難な⽅が、経済的⾃⽴を⽬指すほか、その⼈
らしく⽣きることができるようサポートすることとした。
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つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
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子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証
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慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に
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来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要

安心して過ごせる居場所、非認知能力を育む体験機会も
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証

中室牧子
慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に
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世帯の課題
虐待・ネグレクト・不登校・発達障害・ひとり親・

共働き孤立・生活保護世帯・就学援助世帯
運営費助成・ノウハウ共有・

支援企業とのマッチング
体験プログラム提供・

おもちゃや本・食事等の提供

各居場所の
情報収集

3 つのモデルと運営支援体制

※日本財団（ 2 018 年）「家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析」

関係機関と連携して必要な子どもに支援を届ける

誰一人取り残さない地域子育てコミュニティ

学校
（ソーシャルワーカー）

地域

アウトリーチ

アウトリーチ

連携 課題に応じて
専門機関へ

専門機関
子ども家庭支援センター、
療育機関、児童相談所、

病院等

放課後児童クラブ、
子ども食堂

子どもの抱える困難は非常に見えにくい
ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
の機能を担っています。

日本財団
「子ども第三の居場所」

パートナー企業

※日本財団（2015年）「子どもの貧困の社会的損失推計」レポート
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コミュニティモデル

特徴

地域団体自治体
見守り体制の

ある地域づくり
課題のある
子ども支援

早期発見
見守り

営業時間 居場所 火・水・木（土日開放）
カフェ 11 ～ 19 時（月曜定休）

職員 2 名、ボランティア 6 名対象児童 小学生～高校生30名程度、子ども食堂開催日100名 スタッフ

無償、カフェ利用は有料利用料金

学習支援、体験活動、おやつ
第 2・4 土曜子ども食堂

プログラム

設備仕様 学習室、遊び場、カフェ、畑

運営

提示モデルは参考事例です。各地域により運営内容には違いがあります。

とある拠点での1日

子どもだけでなく、
地域の居場所としても
活用。

シニアボランティアと
畑に行ったり、思い思いに
過ごします。

ボランティアに教えて
もらいながら宿題の時間。
子どもたちの相談相手にも！

夕食はカフェを利用。
支援が必要な子どもは
無料です。

カフェ

学習室
・

遊び場
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おやつ、宿題、
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学習支援／体験活動
（ボランティア）
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夕食提供
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夕食提供
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子どもの中には、基本的な生活習慣が身についていないケースもみられます。食事、着替え、
入浴、歯磨き、挨拶等の基礎的な生活習慣を整えます。また、友達や大人との関わり方
を学び、社会性を培っています。

生活
習慣

旅行、キャンプ、料理、音楽・プログラミング等の教室を通して、チャレンジ精神、自己肯定感、
主体性、対人コミュニケーション等、「非認知能力」を育みます。体験

学習習慣が定着するよう、毎日スタッフによる宿題指導を行なっています。分からないとこ
ろまで遡った学習支援に加え、座っていられない等の課題がある子どもは情操面や発達
障害の可能性も考慮して支援します。

学習

多世代が交流する居場所
地域の方が気軽に立ち寄れる居場所です。多世代と関わることで、
人と接する力や自己肯定感を高めます。また、地域の人々の繋が
りを深め、課題がある子どもの早期発見、見守りを行います。

地域資源の活用
子どもたちに、より多くの体験機会を提供するため、地域の既存
の建物や農作物を使ったり、学生・高齢者ボランティア、地元企
業の協力を得るなど、地域資源を有効活用します。元教員による
学習支援も。また、カフェや弁当販売等の自主事業で収益を得て、
地域密着型で事業を継続します。

子どもたちが安心・安全に過ごせるよう、居心地のよい環境づくりに努めています。「こ
こに居ていいんだ」と思ってもらえるよう、まずは子どもたちのありのままを受け入れ
ることから始めています。

「子ども第三の居場所」では、子どもたちの
生き抜く力を育むため 5 つの機 会を提供しています。

常設ケアモデル

とある拠点での1日

営業時間 月曜～金曜、放課後～20:00
（帰宅は保護者による送迎）

3～5名（職員・ボランティア）対象児童 小学校低学年の子ども（計20名程度）

設備仕様 リビング、学習・読書スペース、キッチン
風呂場、相談室

宿題／
個別学習 おやつ 外遊び or

体験活動
わくわく
読書タイム 夕食 自由時間 お迎え、

保護者とお話し

15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00

毎日の宿題だけでなく、
一人ひとりに合わせて
ニガテも無くします。

読書や読み聞かせに加えて、
ゲーム形式でみんなで同じ本を
読むなどの体験活動も行います。

バランスの良い夕食を毎日提供
します。調理や片づけをお手伝いし、
皆で食卓を囲みます。

スタッフ

応能負担、ひとり親世帯や生活困窮世帯は基準に
該当すれば無償

利用料金

居場所提供、生活習慣形成、学習支援、食事提供プログラム

特徴

専門機関団体・自治体学校
緊急時の協力関係平時の協力関係

手厚い支援

運営

安心

毎日栄養バランスを考慮した温かい食事を無料で提供しています。子どもたちの健康を
支えると共に、準備や片付け等も子どもたちと行うことで、食の大切さ、みんなで食事す
ることの楽しさを伝えています。

食事

14:00

5つの機会

「子ども第三の居場所」は、各地域の実態に応じて運営して
おり、ここでは代表的な2 つのモデルを紹介します。展開モデル例

少人数制で子どもにとって居心地のいい場所
困難に直面している子どもをサポートするための居場所です。少
人数制で目が行き届きやすく、心理的な不安等の子どもの小さな
変化に丁寧に対応します。また、生活・学習習慣に加え、自己肯
定感や好奇心を育む、子どもたちが来たくなる居場所です。

多様な機関と連携した手厚い支援
自治体、学校、民生委員、子ども支援の専門家（ソーシャルワーカー）、
関係機関等と連携し、子どもが抱える課題の解決に取り組みます。

保護者支援
子ども支援だけでなく、保護者にも寄り添い、子どもへの対応方
法等の相談にのり、共に考えます。

３つのモデル

常設ケアモデル

学習・⽣活⽀援モデル

コミュニティモデル

⼩学⽣低学年〜中・⾼⽣への
学習⽀援と⽣活習慣定着⽀援

課題を抱えた⼩学⽣低学年の
⼦どもを中⼼に、⼿厚い⽀援

⼦ども・⾼齢者・ママなど多
世代交差拠点。課題を考える
⼦どもの早期発⾒。
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「⼦ども第三の居場所」は、すべての⼦どもたちが将来の⾃⽴に向けて⽣き
抜く⼒を育むことを⽬的として、⽇本財団が中⼼となって2016年より全国に
開設しています。「⼦ども第三の居場所」では、特にひとり親世帯や親の共
働きによる孤⽴や孤⾷、発達の特性による学習や⽣活上の困難、経済的理由
による機会の喪失など、各々の置かれている状況により困難に直⾯している
⼦どもたちを対象に放課後の居場所を提供し、⾷事、学習習慣・⽣活習慣の
定着、体験機会を提供しています。同時に、学校や地域、専⾨機関と連携
し、「誰⼀⼈取り残されない地域⼦育てコミュニティ」のハブとしての機能
を担っていきます。現在全国に135ヶ所設置され、2025年度までに全国500
拠点の開設を⽬指しています。（2022年10⽉現在）
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子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証
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慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に
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支援企業とのマッチング
体験プログラム提供・

おもちゃや本・食事等の提供

各居場所の
情報収集

3 つのモデルと運営支援体制

※日本財団（ 2 018 年）「家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析」
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子ども食堂

子どもの抱える困難は非常に見えにくい
ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
の機能を担っています。

日本財団
「子ども第三の居場所」

パートナー企業
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開所⽇ ：毎週⽉曜〜⾦曜⽇

時 間 ：朝 9:00 〜夜 8:00

1⽇利⽤ ：440円
1⾷ ：220円

（減免制度あり。減免対象者の1⽇の利⽤⼈数は15名まで）

対 象 ：⼩学⽣〜⾼校⽣（会員登録が必要）

ご案内 ：500円（１回）
乳幼児と保護者の⽅が⼀緒に遊ぶ場としてご利⽤いただけます
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を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
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te to te〜つなぐん家〜の取り組みをご紹介
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子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要

安心して過ごせる居場所、非認知能力を育む体験機会も
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証
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慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に
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ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
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⼦どもたちへの対応にシステム利⽤者が活⽤していきます。

（システム利⽤者：⾃治体、医療機関、教育機関、⼦どもの居場所や⼦どもを預かる場所）

・今後の予定
2022年度 te to te 〜つなぐん家〜にてテスト運⽤
2023年度 ⽶⼦市協⼒のもと⼦どもの居場所や⼦どもを預かる場所でテスト運⽤、精度UP
2024年度 県事業化を⽬指す
2025年度 全国の「⼦ども第三の居場所」並びに⾃治体での活⽤を⽬指す

☝ Point２_つなぐチャイルドサポートシステムの構築
〜⽇本財団×⽶⼦市×つなぐプロジェクト三者共同開発〜

※別添資料あり
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☝ Point３_地域企業との連携
⾓盤町商店街振興組合のお⼒添えのもと⼦ども第三の居場所の必要性を
地域企業の皆様がご理解くださり、あらゆる業種の⽅々が施設開所前か
ら「⼦ども達のために」の志を掲げ、⼦ども第三の居場所 te to te 〜つ
なぐん家〜の維持継続のために様々なご⽀援を頂戴しております。
今後もあらゆる⽅向性から⽀援できるよう、アイデアを出し合い実⾏に
向けた活動の輪が広がりつつあります。
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証

中室牧子
慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に

年齢

困難度の度合い
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虐待・ネグレクト・不登校・発達障害・ひとり親・

共働き孤立・生活保護世帯・就学援助世帯
運営費助成・ノウハウ共有・

支援企業とのマッチング
体験プログラム提供・

おもちゃや本・食事等の提供

各居場所の
情報収集

3 つのモデルと運営支援体制

※日本財団（ 2 018 年）「家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析」

関係機関と連携して必要な子どもに支援を届ける

誰一人取り残さない地域子育てコミュニティ

学校
（ソーシャルワーカー）

地域

アウトリーチ

アウトリーチ

連携 課題に応じて
専門機関へ

専門機関
子ども家庭支援センター、
療育機関、児童相談所、

病院等

放課後児童クラブ、
子ども食堂

子どもの抱える困難は非常に見えにくい
ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
の機能を担っています。

日本財団
「子ども第三の居場所」

パートナー企業

※日本財団（2015年）「子どもの貧困の社会的損失推計」レポート
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空間⽊質化

⼦ども達は⽊のもたらすリラッ
クス効果により、緊張が和ら
ぎ、⽊のおもちゃで遊んだり、
⽊の空間の中で学習したり読書
をすることで、集中⼒が⾼まり
ます。また、地域の⽅との交流
を通じて⼈との関わる⼒や⾃⼰
肯定感を育むことができます。
そして、⼦ども達と触れ合い関
わることで、⼦ども達の抱える
課題の早期発⾒にもつながりま
す。

特徴



子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
かになりました。

ここでは「生き抜く力」を育むために、小学校低学
年のうちに食事や歯磨きといった基本的な生活習
慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。

日本財団「子ども第三の居場所」プロジェクト概要

安心して過ごせる居場所、非認知能力を育む体験機会も

「生き抜く力」の育成
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⼦ども達がワクワクするようなおもちゃを⽤意しております。
⽤意しているおもちゃは⽊のおもちゃを中⼼としていて、安来市にある⽊⼯製作所「Ton ton」がメ
ンテナンスなどをサポート。
ボードゲームなども取り揃え、⼦ども同⼠で協⼒しあったり、教えあったり、⼦ども同⼠の交流が
培われるスポットです。また、地域の⽅と⼀緒に遊んだり、褒められたりしながら、多世代とのコ
ミュニケーションや、⼈と関わる⼒や⾃⼰肯定感を育むこともできます。
ベビーTOYもご⽤意しておりますので、乳幼児と保護者の⽅が⼀緒に遊べる場としてもご利⽤いただ
けます。

【１階は遊び場】
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ボランティアのお兄さんに勉強を教えてもらったり、友達同志で教えあったり。
地域の⽅に本を読んでもらったり。みんなでワイワイと楽しく過ごせる場です。
そして、キッチンでは⼀緒に楽しくおやつを作ることもできます。⼣⽅にはスタッフと⼦ども達が
今⽇は何にする？と相談しあって、冷蔵庫にある⾷材を⽣かし、栄養のバランスを考えながら⼣⾷
を作ったり、地域の⽅と⼀緒に郷⼟料理を作るなど⾷の⼤切さを学ぶことができる場でもあります。
もちろん、乳幼児と保護者の⽅が遊びにこられた時は、ミルクを作っていただくこともできます。
また、イベントを⾏うなど⾊々な形で活⽤できる多様性を持った空間です。

【２階は家庭のリビングのような場所】
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慣を整えた上で、自己肯定感や人や社会と関わる力
などの非認知能力を高めるプログラムや、発達段
階に応じた学習支援を実施しています。
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海外の研究成果に基づくプロジェクト設計と効果検証

中室牧子
慶応義塾大学総合政策学部 教授

日本の就学期の児童のおよそ 7人に1人が生活困窮家庭に暮らしています。ある雑誌に、保
護者が深夜まで働くため、行き場を失った子どもがたむろするのを追い払うために、駐車
場にモスキート音を流しているという記事が載っていて、思わず絶句しました。社会全体
で子育てをする雰囲気が失われてしまっているのです。貧困の連鎖を放置すれば、潜在的
な納税者を減少させるだけで、結局、社会的損失は大きくなります。海外の優れた研究では、
子どもらに質の高い教育的支援によって、子どもの貧困に正面から取り組めば、社会全体
にとって大きな利益となることを示したものが多くあります。当事者だけでなく社会全体
でこの問題を解決しようとすることが大切ではないでしょうか。

質の高い教育支援は社会全体の大きな利益に
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運営費助成・ノウハウ共有・

支援企業とのマッチング
体験プログラム提供・

おもちゃや本・食事等の提供

各居場所の
情報収集

3 つのモデルと運営支援体制

※日本財団（ 2 018 年）「家庭の経済格差と子どもの認知・非認知能力格差の関係分析」

関係機関と連携して必要な子どもに支援を届ける

誰一人取り残さない地域子育てコミュニティ
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（ソーシャルワーカー）
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アウトリーチ

連携 課題に応じて
専門機関へ

専門機関
子ども家庭支援センター、
療育機関、児童相談所、

病院等

放課後児童クラブ、
子ども食堂

子どもの抱える困難は非常に見えにくい
ため、関係機関が連携して子どもの状況
を共有し支援につなげるアウトリーチを
行うとともに、課題に応じて専門機関に
つなげることが重要です。「子ども第三
の居場所」は、学校や地域、専門機関と
積極的に連携し、「誰一人取り残さない
地域子育てコミュニティ」のハブとして
の機能を担っています。

日本財団
「子ども第三の居場所」

パートナー企業

※日本財団（2015年）「子どもの貧困の社会的損失推計」レポート
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緑を基調にした落ち着いた空間です。
本を読んだり、集中して勉強に取り組める静かな場所です。
情報教育の環境も整っていて、プログラマーに教えてもらうこともできます。

ゆくゆくは、プログラミング教室としての発展を考えており、プログラムを⼀から学べることは
もちろん、プログラマーとして⾃⽴できることを⽬標としたサポートの充実を図ります。

【３階は学び×可能性を広げられる場所】



子どもへの投資が日本の将来を決める

日本財団の試算※によると、子どもの貧困を放置すると経済損失は約 40 兆円に達し、政府の財政負担は約
16 兆円増加します。貧困などの子どもたちの直面する困難は決して他人事ではなく、国民一人ひとりの将
来に影響する「自分事」であり、この解決を図ることは極めて重要な将来への投資です。

地域の実態に応じたモデルで全国展開

「常設ケアモデル」「学習・生活支援モデル」「コミュニティモデル」の 3 つのモデルで展開し、地域の実態
に応じた運営が行えるようにしています。「子ども第三の居場所」運営団体には、日本財団から運営費助成、
ノウハウ共有、支援企業とのマッチングなどの運営支援を行っています。

安心して過ごせる居場所で、小学校低学年から「生き抜く力」を育む

子どもたちの困難は家庭や学校だけでは解決が難
しく、そもそも困難が家庭や学校に起因する場合も
少なくありません。そこで、子どもたちの孤立しや
すい放課後の時間に、家庭や学校以外の場で、信頼
できる大人や友達と安心して過ごし、将来の自立に
向けて「生き抜く力」を育む「子ども第三の居場所」
が必要です。

低年齢の子どもへの教育投資や非認知能力育成の重要性を示したア
メリカにおける研究成果に基づいてプロジェクト全体を設計してい
ます。また、客観的なエビデンスに基づく政策形成につながるよう
中長期的な効果検証を実施し、有効施策の特定を目指しています。

日本財団が実施した調査分析※からも、格差が拡大・固定化する小
学校低学年以前の早期支援の必要性と、非認知能力の重要性が明ら
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今、⼦ども達の抱えている悩みは複雑化しています。そして愛情を必要としています。
⾃分を認めてくれる⼈を求めています。

どの⼦もその⼦らしく⼦ども時代を過ごすためには、私共だけの⼒だけでは難しく、何よりも
地域の皆様のお⼒添えが必要です。

te to te 〜つなぐん家〜の⼦ども達には、気軽に「おはよう」「こんにちは」とお声がけいた
だけると嬉しいです。

昭和にあった地域のコミュニティのように、⽶⼦市中⼼市街地だからこそできる、令和時代地
域コミュニティを皆様と共に作り、⼦ども達をみんなで⼀緒に⼤切に育てていきたいと考えて
います。

⼦ども達が「やっぱり⿃取が好き」と思える地域であったらいいな。
そして、いつか te to te 〜つなぐん家〜を卒業した⼦ども達が、この地域で活躍できることを
願っています。

⿃取県の次世代の担い⼿となる⼦ども達を⼀緒に応援いただけると幸いです。

最後に
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これからも⼦ども達への応援を
どうぞ、よろしくお願いいたします。


